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監修にあたり

　選挙は住民がその意思を政治に反映させるために代表者を選出する
手続きであり、住民が政治に参与するしくみの根幹をなすものです。
投じられた貴重な一票を政治への声として適正にカウントして、確実
に市政・県政・国政等に届けるために、選挙に関する事務の管理執行
は、当然、正確に瑕疵なく行われなければなりません。そのため、公
職選挙法を始めとする関係法令において選挙事務の管理執行に関して
さまざまな規定を設けています。
　さらに近年では、投票環境の向上方策に係る公職選挙法の改正で選
挙制度が多様化したこと、不在者投票や期日前投票の制度が一般に浸
透し、利用者が増加し続けていることなどにより、選挙の管理事務は
ますます複雑になってきています。しかし、その一方で、地方自治体
で職員の異動サイクルが短くなっていること、経費削減のために他部
署との兼任とされることが増えていることなどから、選挙管理委員会
事務局職員が選挙事務に熟達しづらくなっていることもあって、選挙
事務におけるミスが多発し、重大な問題となっています。
　本書は平成 28 年 10 月発行の第二次改訂版に以後の公職選挙法改正
の内容等を反映させ、当研究会の監修により、加筆・補正した第三次
改訂版としたものです。
　選挙事務をミスなく適正に行うための基本的教科書とするため公職
選挙法が定める選挙事務に関する規定の要点をコンパクトにまとめ、
選挙事務の基本的な流れや特に注意すべき事項をわかりやすく整理し
たものです。初めて選挙事務を担当する皆様の入門書として、あるい
は選挙事務経験者の確認のための資料として、本書を広くご活用いた
だき、正確で瑕疵のない選挙事務の管理執行にお役立ていただければ
幸いです。

令和元年 11 月
� 一般社団法人  選挙制度実務研究会
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選挙の手続きをまとめた法律が公職選挙法です

　選挙とは、選挙権をもつ人たちが自分たちの代表者を選ぶ行為です。選
挙では、すべての人が自分の意思を明らかにすることができます。そして、
選挙の結果はそれらの意思表示を一定の方法で計算して決められます。
　今日、わが国では、全国規模の選挙から市町村レベルの選挙まで、毎年
なんらかの選挙が行われています。その手続きに関する法律が昭和25年に
制定された公職選挙法であり、その執行に必要な細則や規定をまとめたも
のが公職選挙法施行令、運用に関する詳細な手順を定めたものが公職選挙
法施行規則です。
　公職選挙法は、国会議員、地方公共団体（都道府県・市町村）の議会の
議員や長の選挙に適用され〔法2条〕、1年間に行われる選挙の件数は、4年
ごとに行われる統一地方選挙の年で約1,500件、その他の年は約700件とい
われています。

選挙には6つの基本原則があります

　選挙が公正に行われ、人々の意思が正しく政治に反映されるためには、
選挙のしくみがしっかりしていなければなりません。そこで、憲法および
公職選挙法には、選挙制度に関する6つの基本原則（普通選挙、平等選挙、
秘密投票、選挙の公正、国民代表、直接選挙）が定められています。

選 挙 制 度

選挙の手続きなどは
公職選挙法で定められています
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●普通選挙
　普通選挙とは、財産や納税額、性別などによって選挙権に差別を設けな
い制度をいいます。わが国では、昭和20年以降、他の民主主義諸国と同じ
ように、男女平等の普通選挙が行われています。
●平等選挙
　平等選挙とは、一人ひとりの選挙権の内容を平等にすることをいい、一
人一票制度ともいわれます。憲法第14条は「すべて国民は、法の下に平等
であつて、（中略）政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない」
と規定し、平等選挙を保障しています。
●秘密投票
　憲法第15条は「すべて選挙における投票の秘密は、これを侵してはなら
ない」と規定して、投票の秘密を保障しています。公職選挙法でも投票の
秘密侵害罪の規定を設けています。〔法227条〕
●選挙の公正
　公職選挙法は、その第1条で選挙の公正の確保を目的に掲げ、それを達
成するためのさまざまな規定を設けています。主なものとしては、選挙管
理委員会の設置、投票立会人など立会人制度の導入、選挙運動費用の規制、
選挙争訟制度、罰則の設置などです。
●国民代表
　選挙で選ばれた人は、その選挙区の代表者であるだけでなく、全国民の
代表でもあります。したがって、選挙区の利害を代表するのではなく、国
民に代わって、国民全体のために公務を行うこととなります。
●直接選挙
　一般の選挙人（選挙権のある人）が自分たちの代表者を直接選ぶ選挙を、
直接選挙といいます。憲法第93条は「地方公共団体の長、その議会の議員
及び法律の定めるその他の吏員は、その地方公共団体の住民が、直接これ
を選挙する」と定め、直接選挙の原則を明確に規定しています。
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選挙に関する全ての事務を担う選挙管理委員会

　選挙を公正かつ適正に行うためには、市町村長や都道府県知事から独立
した、選挙に関する事務を一括して担う公的機関が必要になります。それ
が行政委員会の１つとして設けられる選挙管理委員会です。
　選挙に関する事務を管理する常設の機関には、中央選挙管理会、参議院
合同選挙区選挙管理委員会、都道府県選挙管理委員会、市町村選挙管理委
員会、特別区選挙管理委員会、指定都市の区選挙管理委員会があり、選挙
の種類に応じて、それぞれの選挙に関する事務を管理します。〔法5条〕
　中央選挙管理会は、国会の議決による指名に基づいて、内閣総理大臣が
任命する5人の委員で組織される合議制の機関です。総務省の附属機関と
して設置されており、衆議院比例代表選挙、参議院比例代表選挙、最高裁判
所裁判官の国民審査に関する事務を管理することになっています。〔法5条の2〕
　参議院合同選挙区選挙管理委員会は、２の都道府県の区域により構成さ
れる参議院選挙区選挙の選挙区（合同選挙区）にのみ設置され、合同選挙
区を構成する２の都道府県選挙管理委員会の委員8人で組織される合議制
の機関です。参議院合同選挙区選挙に関する事務を管理します。〔法5条の6〕

地方公共団体の選挙管理委員会の委員は4人

　都道府県及び市町村の選挙管理委員会は、都道府県及び市町村の議会に
よって選ばれる4人の委員で組織される合議制の機関です。〔地方自治法181
条〕同じ政党・政治団体に所属する人は2人が同時に委員になることはで
きません。また、欠員が生じた場合に備えて補充員を4人選んでおかなけ
ればなりません。欠員が生じたら、委員長が補充員の中から補欠します。〔地
方自治法182条〕

選 挙 管 理 機 関 ①

選挙に関する事務は
選挙管理委員会が担います
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　選挙管理委員会の会議は、3人以上の委員の出席によって開かれ、議事は
出席委員の過半数で決定し、可否同数の場合は委員長が決定します。委員
長と委員は、自分や親族と直接的な利害関係のある案件については、原則
としてその議事に参与することはできません。〔地方自治法189条・190条〕

都道府県と市町村の選挙管理委員会とでは職務が異なります

　都道府県選挙管理委員会は、衆議院小選挙区選挙、参議院選挙区選挙、
都道府県議会議員選挙と知事選挙に関する事務を管理します。担当する選
挙事務については、市町村選挙管理委員会の事務運営などに関して、適切
な助言や勧告をすることができます。〔地方自治法245条の5〕
　市町村選挙管理委員会は、市町村議会議員および市町村長の選挙に関す
る事務を管理します。指定都市の区選挙管理委員会は、指定都市の議会議
員および長の選挙に関する事務を管理します。特別区選挙管理委員会は、
特別区（東京都の区）議会議員および長の選挙に関する事務を管理します。
また、市町村、指定都市の区、特別区の選挙管理委員会は、全ての選挙（市
町村の選挙のみならず、国会議員選挙や都道府県の選挙なども）について
投開票事務を行うほか、選挙人名簿や在外選挙人名簿の登録管理事務など
も担当します。

選挙管理機関の種類

※1 参議院選挙区選挙のうちの合同選挙区については、参議院合同選挙区選挙管理委員会が中心と
なる機関となります。

※2 指定都市議会議員選挙と指定都市市長選挙に限り、指定都市の選挙管理委員会が事務を管理し
ます。指定都市の区の選挙管理委員会は、指定都市の選挙のほか、全ての選挙について投開票
などの事務を担当します。

選 挙 の 種 類

指定都市
選挙管理委員会

指定都市の区
選挙管理委員会

選 挙 管 理 機 関
中心となる機関 委員数・任期 関 係 機 関

衆議院比例代表選挙
参議院比例代表選挙
衆議院小選挙区選挙
※1参議院選挙区選挙
都道府県議会議員選挙
都 道 府 県 知 事 選 挙
市町村議会議員選挙
市 町 村 長 選 挙
特別区議会議員選挙
特 別 区 長 選 挙
※2指定都市議会議員選挙
※2指定都市市長選挙

中央選挙管理会

都道府県
選挙管理委員会

市町村
選挙管理委員会

5人・3年

4人・4年

4人・4年

4人・4年

都道府県、市町村
選挙管理委員会

市町村
選挙管理委員会

─

特別区
選挙管理委員会 4人・4年 ─


